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研究成果の概要（和文）：　脳卒中にかかわる医療資源には地域偏在が認められ、特に北東北地方においては、全国と
比較すると脳梗塞の超急性期治療実施施設数の不足、施設の偏在・人的不足のみならず、回復期病床が不足している地
域が多いことが明らかとなった。特に、脳梗塞の超急性期治療に従事する医師数は、今後の人口減少に伴う患者数の減
少を考慮しても全国水準よりも少ない傾向があることが確認された。

研究成果の概要（英文）：Healthcare resources relating to stroke management are unevenly distributed 
across regions in Japan. In Northern Tohoku region, hospitals that administer intravenous thrombolysis 
have physician shortages and an uneven spread, compared with the national average. A shortage of 
convalescent rehabilitation beds has also been observed in this area. The current shortage of stroke 
physicians is likely to continue, even allowing for an anticipated population decrease into the future 
and eventual reduction in patient numbers.

研究分野： 医療政策

キーワード： 適正配置　医師不足　地域連携　医療資源　脳卒中　地域偏在

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 

東北地方における医師不足は、以前より指
摘されていたが、2011 年 3 月 11 日に起き
た東日本大震災により、医療状況は大きな影
響を受け、ますます医師不足や医師偏在が顕
在化することが予測された。今後の東北地方
における、医療供給体制の整備は喫緊の課題
となっていくと考えられた。  

また、脳卒中は、急性期から維持期までの
幅広い医療・介護サービスが要求される疾病
であり、厚生労働省の掲げた 5 疾病 5 事業
に含まれる重要度の高い疾病である。特に北
東北地方は脳卒中の死亡率が高く、年齢調整
死亡率も高い重要疾患である。医療ニーズが
今なお高い脳卒中を研究対象とすることは、
医療資源偏在是正の一資料として活用でき
る可能性があると考えられた。 

 

２．研究の目的 

 

本研究は、医師不足地域における脳卒中医
療連携の医療ニーズの偏在を評価・分析する
ことにより、医師配置・病床数を評価する脳
卒中地域医療連携のアセスメントモデルの
構築を行うことを目的とした。アセスメント
モデルにより、地域における脳卒中地域医療
に従事する医師の適正配置や病床数の評価
や将来予測を行い、地域住民の医療ニーズか
らの検討を行った。 

 

３．研究の方法 

 

方法の概要 

 

（１）現状を把握するため、既存資料を中心
に脳卒中に関わる医療資源の配置の分析を
行い、脳卒中医療の現況と需要を調べた。 

（２）具体的に脳卒中地域アセスメントモデ
ルを構築するに当たり（１）の分析では得ら
れない情報（脳梗塞の超急性期医療を提供す
る医療機関に勤務する常勤医師数、回復期病
院の現状）を得るため、脳卒中の急性期病院
と北東北の脳卒中回復期病院に対しアンケ
ート調査を実施した。 

（３）地域住民の意向を測るため地域医療連
携に対する住民アンケート調査を実施した。 
 （１）～（３）から得られた結果を元に医
師不足地域の将来の医療ニーズ（医師・病床）
推計を実施し、住民の医療ニーズと合ってい
るものであるかの検討を行った。 

また、本結果は、医師数・病床数を中心に
調査するものとした。実際には医療従事者・
介護施設、福祉の需要については、さらなる
検討が必要となるかもしれないが、今回の研
究の対象とはしなかった。また、慢性期病床
については、今後の病床再編等により大幅な
再考が考えられたため、今回の研究では含め
なかった。 

 

（１）脳卒中に関わる医療資源配置の分析 

 

本研究は、医師不足地域での医師の適正配
置・病床数などの医療ニーズ偏在是正の適切
な評価を行うため、平成 23 年度医療施設調
査、平成 22年度国勢調査、DPC分科会資料、
各厚生局より発表されている届出受理医療
機関名簿、鈴木により報告されている秋田県
の年齢階級毎の脳梗塞初発発症率 1)、国立社
会保障・人口問題研究所より報告されている
「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3

月推計）、自治体資料の既存資料を基に、デ
ーターベースを作成し、超急性期脳梗塞治療
と脳卒中の回復期に関わる現状分析を行い
全体像の把握を行った。 

 

（２）脳卒中治療実施病院調査 

 

①脳卒中の急性期治療を実施する病院調査 

 

地域の脳卒中治療の中心的役割を担って
いると考えられる DPC 対象病院に対しアン
ケート調査を行った。（１）の分析結果より、
アルテプラーゼ静注療法(rt-PA 治療)実施施
設である超急性期病院の 97.5%が DPC 対象
病院であったため、超急性期加算もしくは、
病院脳卒中地域連携を加算している DPC 対
象病院にアンケート調査を行った。DPC対象
病院のうち超急性期加算、もしくは脳卒中地
域連携加算を算定している病院 1128 施設か
ら 500施設を無作為抽出し、無記名アンケー
ト調査を平成 27 年 2 月実施した。（回収率
43.6％） 

 アンケート結果から rt-PA治療に従事する
常勤医師（超急性期医師）を線形回帰分析に
より推定した。 

 

②北東北の脳卒中回復期治療を実施する病
院調査 

 

自治体資料より脳卒中の回復期病院とし
て医療計画等の資料に記載されている北東
北地方の脳卒中の回復期を担う医療機関に、
平成 27 年 2 月に連携状況等の質問紙調査を
行った。 

 

（３）地域医療連携に関する住民調査 

  

北東北の O市（人口は 7.6万人、高齢化率
33.9%）の地域住民に対して、脳卒中地域医
療のニーズ調査（質問紙調査）を行った。O

市は比較的早期に脳卒中の地域連携クリテ
ィカルパスが実施された地域である。 

 質問紙調査は、40歳以上 80歳未満の住民
のうち層化無作為により抽出した 3000 人に
対し郵送法にて実施した。（回収率 43.7%）
質問項目には、地域医療連携に対する考え、
地域連携クリティカルパスに対する考え、脳
卒中に関する知識・対応に関するものが含ま
れていた。 



４．研究成果 

 

（１）脳卒中に関わる医療資源配置の分析 

 

①超急性期病院配置 

 

厚生局より発表されている届出受理医療
機関名簿から、脳梗塞の超急性期医療を提供
する病院（超急性期病院）について集計を行
った。全国の超急性期病院は 772 か所で、
DPC対象病院が 97.5%を占めていた。反対に
一般病床規模別の割合は、 200 床未満
7.3％,200-399 床 37.2%,400 床以上 55.5%で
あった。施設所在地割合は、北海道 2.7%、
東北 5.4%、関東 30.8%,中部 17.9%,近畿
18.7%,中国・四国 11.5%,九州 12.9%であった。
二次医療圏における超急性期病院の充足率
は、全体 71.7%、都道府県別では、100％は
７府県、50％未満は 6県で、超急性期病院が
一つの二次医療圏にしかない県が１県あっ
た（図１）。二次医療圏充足率の低い県では、
超急性期病院数が同じ充足率の高い県と比
較して、単独の医療圏に集中する傾向があっ
た。都道府県別にみると、施設数は 3～76と
ばらつきがみられた。21県は施設数が 10未
満であった。 

福島を除いた全国の rt-PA適応推定患者数
は、2010 年 133640 人で、2020 年をピーク
とし以降漸減していた。都道府県別にみると、
2010年にピークを迎えるのは 8県で、58.7%

の都道府県は 2020 年までにピークを迎えて
いた。また、超急性期病院の配置には rt-PA

適応推定患者数を考慮しても、地域偏在が確
認された。 

 

 

 

 

 

図１．都道府県別 二次医療圏における超急
性期病院の充足率 

 

 

 

②回復期医療に関わる医療資源 

 

各都道府県別に老年人口当たりの病院常
勤のリハビリテーションを主な診療科とす
る医師数（以下、リハビリ医師）と老年人口
1000 人当たりの回復期リハビリテーション
病床数（以下、回復期病床）を比較した。全
国平均はそれぞれ 0.10、1.71であった。 

北東北 3県は 3県が全国平均と比較してリ
ハビリ医師数が少なく、回復期病床は 1県を
除き不足しているという結果であった。それ
ぞれの項目に対し全国平均と北東北 3県の老
年人口から必要リハビリ医師数、必要回復期
病床数を算出し、現在の充足率を計算した。
北東北 3 県の充足率は、リハビリ医師：
40.9-81.0％、回復期病床：68.3-105.2％であ
った。リハビリ医師が最も不足している県で
は 21 人の補充が、回復期病床の最も不足し
ている県では 193床必要と推計された。 

DPC 対象病院に実施した脳卒中急性期治
療を実施する病院調査から、急性期病院の脳
卒中地域連携クリティカルパスの実施率と
連携施設数に有意な関連を認めた  (r=0.35 

p<0.001)。北東北地方で脳卒中の地域連携を
進めていくためには、回復期にかかわる医療
資源の確保が必要と考えられる。 

 

③超急性期脳梗塞治療従事医師数（超急性期
医師数）の予測 

 

超急性期脳梗塞治療に従事する常勤医師
数（超急性期医師数）を予測するため、DPC

対象病院に実施した脳卒中急性期治療を実
施する病院調査から、rt-PA 治療を行ってい
る常勤医師数に関わる要因についてステッ
プワイズ回帰分析を行い、予測式を得た。
(n=183 モデル調整済み R2=0.315、p<0.001) 

 

Y=3.803(定数) 

＋4.905*特定機能病院 

＋1.898*国立系病院 

＋1.817*(600-800床) 

＋9.696* (1000-床) 

 

予測式を100床以上の病院に対し適応するも
のとした。100 床未満の病院の超急性期医師
数には、定数の 3.803では、過剰になると考
えられるため調査結果で得た 200 床未満の
5%トリム調整 2.68 を代入し超急性期加算
を申請している病院に対し超急性期医師数
の推定を行った。都道府県毎に推定超急性期
医師数を求めた。 

 

④推定超急性期必要医師数 

 

 推定された 2015 年の rt-PA 適応推定患者
あたりの推定超急性期医師数は、全国平均推
定患者 1000人あたりで 27.5人であった。都
道府県ごとの rt-PA適応推定患者数から超急
性期必要医師数を推定した（図２）。 
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北東北における推定超急性期必要医師数
をみると 2040 年では、人口減少に伴う患者
数の減少から 3 県で約 10 人ずつ減少する結
果となった。しかし、1県を除き、2015年の
推定超急性期医師数でも、2040 年推定超急
性期必要医師数に届かないという結果であ
った。 

 今回の研究では、超急性期医師数の推定に、
病院毎の超急性期医師数と rt-PA治療実績数
といった、チーム医療のメンバー数の効率性
について検討を行っていない。また、地域の
脳卒中急性期医療を提供する医療機関と高
度脳卒中医療を提供する医療機関における
Drip and Ship あるいは、Drip, Ship and 

Retrieve などの脳卒中急性期での医療連携
についても、今後は検討が必要と考えられる。 
 

（２）住民の脳卒中・地域連携に関する意識 

 

O 市の住民調査結果から「脳卒中のように
治療後も体に麻痺などの後遺症が残る場合
のある病気の入院治療において、症状出現時
の急性期の入院治療、日常生活へ復帰するた
めのリハビリ入院治療を受ける場合につい
てお答え下さい。」という質問に対し、急性
期・リハビリ同じ病院で治療を受けたいとい
う回答は、62.4％と高く、高齢女性で選択す
る割合が高かった。急性期・リハビリそれぞ
れ専門病院で受けたいという割合は、13.6％
で若い世代の女性で多い結果であった。一方、
地域連携についての理解は住民で高く「現在、
地域の少ない医療資源を効率的に活用する
ため病院や施設の機能を効率化し、連携する
ことが進められています。あなたのお考えは
どうですか。」という質門に対し、賛成とい
う回答は 75.8%であった。性別では、女性と
比較して男性の方が賛成という意見が多か
った。 

 地域連携についての住民理解はあるもの
の、自分の脳卒中医療に関しては、機能分化
の進んだ医療よりはむしろケアミックス型
の病院を選好する傾向が見られた。しかし、
DPC 対象病院に対し実施した急性期脳卒中
医療を実施する病院調査の結果から、脳卒中
の急性期治療を実施しているケアミックス
型の病院は 25.7%で、rt-PA 治療を実施して
いるケアミックス型病院の割合は 20.2%であ
った。地域住民の意向を十分に受け入れるこ
とは現状では難しいと考えられる。また、

DPC 対象病院と北東北の回復期病院に行っ
た脳卒中地域連携クリティカルパスの効
果・印象についての質問項目のうち、「地域
連携に関し地域住民の理解が進んでいる
か？」という質問に対し、急性期病院、回復
期病院ともに「当てはまる」と回答した割合
は低く、それぞれ 35.7%(うち、とても当ては
まるは 3.2%)、26.7%(6.7%)であった。脳卒
中地域連携クリティカルパスに参加する病
院の地域連携の住民理解に対する結果は住
民調査の結果を支持するものであった。 

 安定的な地域医療体制に向けた医療機能
の役割・分化・連携について理解や協力を求
める普及啓発は今後も継続して必要と考え
られた。地域医療連携や自分の地域の医療機
能・役割の理解について不十分である事は、
地域医療連携クリティカルパスの実施運用
が適切に機能しない事につながる可能性が
考えられる。 

 また、rt‐PA治療を進めるには脳卒中に関
する適切なヘルスリテラシーを持つことが
必要となる。住民調査の結果からは、脳血管
疾患リスクを持つ市民の割合は男性 56.8%、
女性割 48.1%で、また身近に脳卒中の既往の
ある者は 47.2%いるこという結果であった。
一方、脳卒中発作症状への知識は、片麻痺・
言語障害の知識は 7割を超えていたが、対応
方法については、医療に直接つながらない方
法（様子を見る・家族に相談するなどの方法）
を選択したのは、片麻痺 28.9%、言語障害
37.8%と高かった。脳卒中発作症状の認知・
対応方法の普及啓発は、今後も必要であると
考えられた。適切な知識を持ち、脳卒中発症
早期に専門医療機関へと結び付けるために
は、特に高齢者・脳血管疾患リスクを持つ高
齢者がいる家族への知識普及活動を行う必
要があると考えられた。 

 

 最後に、本研究に協力して頂きました皆様
に厚くお礼申し上げます。 
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